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Ⅰ 名 簿 
 

 ◇苦情処理委員  

  ○井上 匡子   神奈川大学 教授 

  ○前園 進也   弁護士 

  ○柴﨑 薫    弁護士 

  

 ◇専門員 

  ○森本 恭代   大学非常勤講師 

  ○近藤 里沙   弁護士 

  ○小池 清仁   弁護士 

 

Ⅱ 令和２年度 申出内容・処理状況等一覧 
 

 ○申出・処理状況               【令和３年３月３１日現在】 

 県の施策 人権侵害事案 合計 (件) 

前年度からの引継       ０       ０        ０ 

令和２年度申出       ０      １       １ 

取扱件数（計）       ０       １       １ 

令和２年度終了       ０       ０       ０ 

継続中         ０          １          １ 

  

 ○概要【人権施策 １件】 

申  出  内  容 処  理  状  況 

○ セクシャル・ハラスメント及び

パワー・ハラスメント 

（令3.2.17受付） 

・現在、調査中 
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新型コロナ禍と構造的差別 

                             井 上 匡 子 

 

 2020 年度は、新型コロナ禍とともに記憶される年となりました。新型コロナとい

う病原菌は、人類全体に均しく降りかかる災厄ですが、その効果・影響は、人種・

階層、そしてジェンダーにより大きく異なりました。象徴的なのは、自殺者の男女

差・数の変化です。 

 厚生労働省自殺対策推進室の発表によると、令和 2 年の自殺者数は 21,081 人と

なり、対前年比 912 人(約 4.5%)増加しました。これを男女別にみると、男性は 11

年連続の減少、女性は 2 年ぶりの増加でした。2009 年のリーマンショック以降減少

傾向にあった自殺者の数を、女性の自殺者の増加が、減少傾向を跳ね返してしまう

形となりました。また、自殺者に関しては、前年と比較して、経済・生活問題が最

も大きく減少する一方で健康問題が大幅に増加するなど、明らかな変化もみられて

います。 

 もっとも、自殺者の実数がもともと男性のほうが多いこと、自殺・自死の多くは

多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する中で起きてい

ることを考えると、この変化をコロナの影響と断ずるには、追加の分析が必要かも

しれません。しかし、ステイホームという標語に象徴されるコロナ禍での一連の対

策の展開は、学校の休校も含めて、おしなべて家庭や家族に大きく負荷をかけるも

のであることは間違いありません。 

 そのような中で、従来から存在したジェンダー構造や、それに基づく差別構造が、

顕かになりつつあります。コロナ禍で、その労働条件の劣悪さとともに、すっかり

人口に膾炙
かいしゃ

した感のある「エッセンシャル・ワーカー」という言葉。そして、多く

の女性たちがエッセンシャル・ワーカーとして、劣悪な条件で働いていること、そ

して同時に、保育や介護というケア労働が、個人のニーズを満たすものであるだけ

ではなく、社会にとって不可欠のエッセンシャルであることも、明らかになりまし

た。 

 しかし、そもそも、社会の運営に不可欠であるから「エッセンシャル(本質的、

Ⅲ 所見 
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不可欠の)」であるのにも関わらず、どうしてケア労働は労働条件が劣悪であり続

けるのでしょうか、また、どうしてケア労働の現場には女性が多いのか。これらの

問題を考えるにはジェンダー構造に基づく構造的差別の観点から、考察することが

大切です。紙幅の関係から十分な解説を展開することはできませんが、構造的差別

には、以下の特徴があります。①合理化・正当化されやすいこと。②社会的に取り

組むべき課題でありながら、個人の問題とされてしまうこと。③差別する側は多く

の場合無意識であるのに対し、差別される側が告発する際には、大きな負担を強い

ること。 

 この特徴が如実に表れたのが、2018 年に明らかになった東京医大など私立医科大

学の女性・多浪受験生への点数操作による差別でした。公平・平等が特に強く要請

される入学試験に、かくも明確な性差別が行われていたことには大変驚かされまし

た。しかしそれ以上に驚いたのは、多くの人がこの点数操作に対して理解を示した

ことです。東京医大は、「女性は大学卒業後に出産や子育てで、医師現場を離れる

ケースが多い。医師不足を解消するための暗黙の了解だった」と説明しました。こ

の説明に対して、当初、医療関係者や大学関係者だけではなく、多くの人から、理

解を示すコメントが寄せられました。この説明を聞いて、なんとなく「もっともだ」

と感じた方が多かったのではないでしょうか。 

 これは、ジェンダー構造に基づく構造的差別が合理化・正当化の好例(?!)です。

出産や育児に関わる課題は、社会的課題として、例えば働き方を工夫するなどによ

り解決すべき問題であり、個々の女性受験者の点数操作という形で、解決して良い

問題では決してありません。 

 実は、このように合理化され正当化されてしまう構造的差別は、私達の周りにた

くさんあります。差別に気づき、正しく問題を把握し、課題の解決策を考えるため

には、ジェンダーの視点が必要です。 

 男女共同参画苦情申立制度が、コロナ禍の困難の中で顕在化してきたジェンダー

構造差別を、発見し告発しうる手段の一つとなることを祈念すると同時に、調査に

携わる一員として、個々の苦情の背後にある構造的差別を発見するために「ジェン

ダーの視点」を持たなくてはいけないと身を引き締めたいと思います。 
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男女共同参画社会における「男女」とは 

 

                             前 園 進 也 

 

 

 埼玉県男女共同参画推進条例（以下「本条例」とします。）第７条第１項には、

「何人も、家庭、職場、学校、地域社会等において、女性に対する暴力を行っては

ならない。」と定められています。ここでひとつの疑問が生じます。「女性」とは、

一体誰を指しているのでしょうか。 

 本条例第２条には、本条例の用語について定義規定があります。しかし、そこに

は、「女性」の意義については何の説明もありません。なぜ「女性」の意義が書か

れていないのでしょうか。それは、女性とは何か、男性とは何かについて、あまり

にも自明なことなので、わざわざ説明する必要がないと考えているからでしょう。

このような考えに基づいているのは、本条例だけではありません。法律でも同じこ

とです。無数にある日本の法律の中で、女性や男性の意義について規定しているも

のはないと言われています。 

 しかし、男女の区別は、本当に自明なものなのでしょうか。この疑問を私たちに

突きつけるのは、性的少数者を意味する LGBT における T、すなわち、トランスジ

ェンダーの存在です。 

 ご存知ない方のために、簡単にトランスジェンダーとは何かについて、簡単に説

明します。トランスジェンダーとは、自分の身体的な性別（正確には、生まれたと

きに医師によって割り当てられた性別）が女性（または男性）であることを認識し

つつも、自分は男性（または女性）であるとして、男性（または女性）として生き

ている人たちのことをいいます。 

 この世の中には、トランスジェンダーのように、身体的な性別と、本人が認識し

ている性別が一致していない人が少なからず存在します。なお、本人が認識してい

る性別のことを「性自認」または「性同一性」といい、一般的には前者の方がよく

使われる言葉です。 

 では、身体的な性別は男性であるものの、本人が女性だと考えている人は、女性

なのでしょうか。それとも男性なのでしょうか。原則として、「性自認」、つまり、
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本人が認識している性別で捉えるのが、日本だけではなく世界的な流れです。した

がって、先ほどの問いに対する答えは、「女性」ということになります。 

 もちろん、「性自認」を尊重する考え方・捉え方について、すんなり納得できる

方は多くないかもしれません。私を含む多くの方は、身体的な性別と自分が認識し

ている性別が一致していますので、一致していない状態を実感することは難しいで

しょう。 

 しかし、少なくとも、行政機関においては、男女の区別は自明であり、今までの

ように身体的な性別に従って扱うということが許されない時代になってきている

ことは間違いないでしょう。 

 トランスジェンダーの県民等からの苦情処理の申し出は、まだなされたことはな

いと思います。しかし、今後はあるかもしれません。もし申し出があったときに、

スムーズに苦情処理にあたれるように、私たち埼玉県男女共同参画苦情処理委員も

世の中の動きに対してアンテナをはり、知識をアップデートしていく必要がありま

す。 

 

 

 



6 

 

市民意識の変化による男女共同参画苦情処理の機関の意義 

 

                              柴 﨑  薫 

 

１ はじめに 

男女共同参画苦情処理委員を務めております，柴﨑薫と申します。普段は弁護

士として，家庭内 DV の方などの法律相談にあたっております。本委員に就任す

ることにより，個別事件というミニマムな視点でなく，広い視野で男女共同に関

する問題に取り組むことができ，本機関の意義をひしひしと感じております。 

 

２ 日本での男女平等の遅れ 

本機関は，男女共同参画の推進に関する県の施策等の苦情や配偶者・パートナ

ーからの暴力，セクシュアルハラスメント等により人権侵害された事案について，

申し出がなされた場合に調査を行い，必要があると認める場合に，県の機関や関

係者に対し助言，意見表明，勧告等を行うものです。 

人権侵害に関する申出は、ここ数年 0 件か 1 件が続いていますが、もっとも，

これは対象となる暴力やセクシュアルハラスメントが減少しているわけではあり

ません。 

実際に，私の仕事では，家庭内ＤＶや企業内セクハラの法律相談が絶えずきて

おります。また，２０２１年３月，世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が国別に男女

格差を数値化した「ジェンダーギャップ指数２０２１」では，日本は調査対象で

ある１５６か国の内１２０位と低い水準であることが判明しました。また，２０

２１年５月初旬に発表された共同通信の世論調査でも，日本は男女平等を実現し

ているという回答は３％にとどまり，あまり実現していない４６％，実現してい

ない１７％と，否定的回答が合計６４％に及びました。ここで主に不平等だと挙

げられた分野は，「政治の場」と「社会通念やしきたり」でした。 

これらの調査は日本全国の調査結果ですが，状況は埼玉県も同様でしょう。つ

まり，本機関の処理対象となる問題はなくなっていません。 

 

３ 市民意識の変化  
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悲観的な状況を挙げましたが，現在ではこれらの問題への市民の意識が高まり，

ＳＮＳ等で是正を求めるよう声を上げられるようになりました。この市民の声に

より，女性蔑視の発言をした政治家が，現職を退任させられる場面をたびたび見

聞きするようになりました。今まで嫌だと感じていながら，耐えていたことに異

議を唱えられることは大変喜ばしいことだと思います。 

また，さいたま市では昨年から本年にかけて「女性の知恵で社会をデザインす

る講座」が開かれ，私も参加してきました。その講座内では，参加者各々が主に

男女平等に関して改善した方が良いと考える事象を分析し，意見交換をしていま

した。市議会議員も参加されており，近いうちにこれらの成果が政治に活かされ

ることと思います。 

さらに近年では，性別を男女という旧態依然としたものに分けずに，ＬＧＢＴ

Ｑの方々への差別解消にまで市民の意識改革は進んでいます。 

 

４ 本機関の存在意義 

本機関への申し出は文書で行い，その後は委員らと直接会って対話をして，文

書にし切れなかった点もご説明いただきます。これはＳＮＳの手段がない方でも

申し出ができ，かつ，申し出の内容が正確に把握されるため，依然として有意義

な手段です。 

県民の皆様に本機関が周知されて，よりよい環境の整備に努めたいと考えてお

ります。 
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Ⅳ 関係条例・規則 

 

１ 埼玉県男女共同参画推進条例 

 

 個人の尊重と法の下の平等は日本国憲

法にうたわれており、男女平等の実現に

ついては、国際婦人年以来、国際連合が

「平等・開発・平和」の目標を掲げ、各

国が連帯して取り組んでいる。 

 また、あらゆる分野における女性に対

する差別の解消を目指して、女子に対す

るあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約を軸に男女平等のための取組が積

極的に展開され、国内及び県内において

も進められてきた。 

 しかしながら、性別による固定的な役

割分担意識やそれに基づく社会慣行は

依然として根強く、真の男女平等の達成

には多くの課題が残されている。 

 一方、現在の経済・社会環境は、急激

な少子・高齢化の進展をはじめ、情報化、

国際化など多様な変化が生じている。 

 特に、埼玉県においては、核家族世帯

率が高く、女性の労働力率が出産・子育

て期に大きく低下する傾向があり、また、

男性は通勤時間が長く、家事・育児・介

護等の家庭生活における参画が必ずし

も十分ではない。 

  こうした現状を踏まえ、豊かで安心で

きる社会を築いていくためには、男女が、

社会的文化的に形成された性別の概念

にとらわれず、その個性と能力を十分に

発揮し、あらゆる分野に対等に参画でき

る男女共同参画社会の実現が重要であ

る。 

ここに、私たちは、男女共同参画社会の

実現を目指すことを決意し、男女共同参

画の推進についての基本理念を明らかに

してその方向を示し、男女共同参画を総

合的かつ計画的に推進することにより、

豊かで活力ある２１世紀の埼玉を築くた

め、この条例を制定する。 

 

 

 

 

 

 （目的） 

第１条  この条例は、男女共同参画の推

進に関し、基本理念を定め、県、事業

者及び県民の責務を明らかにし、並び

に男女共同参画の推進に関する施策

について必要な事項を定めることに

より、男女共同参画を総合的かつ計画

的に推進し、もって豊かで活力ある地

域社会の実現に寄与することを目的

とする。 

 

 （定義） 

第２条  この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 一 男女共同参画 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会が確保され、も

って男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担う

ことをいう。 

 二 積極的格差是正措置 前号に規

定する機会に係る男女間の格差を

是正するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当

該機会を積極的に提供することを

いう。 

  三 セクシュアル・ハラスメント  性

的な言動に対する相手方の対応に

よって不利益を与え、又は性的な言

動により相手方の生活環境を害す

ることをいう。 

 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の

個人としての尊厳が重んぜられるこ

と、男女が直接的であるか間接的であ
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るかを問わず性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として

能力を発揮する機会が確保されるこ

と、女性に対する暴力が根絶されるこ

とその他の男女の人権が尊重される

ことを旨として、行われなければなら

ない。 

２ 男女共同参画の推進に当たっては、

性別による固定的な役割分担等に基

づく社会における制度又は慣行が男

女の社会における活動の自由な選択

に対して影響を及ぼすことのないよ

う配慮されなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、県における

政策又は民間の団体における方針の

立案及び決定に、男女が共同して参画

する機会が確保されることを旨とし

て、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進は、家族を構成

する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子育て、家族の介護その他の

家庭生活における活動及び社会生活

における活動に対等に参画すること

ができるようにすることを旨として、

行われなければならない。 

５ 男女共同参画の推進は、生涯にわた

る性と生殖に関する健康と権利が尊

重されることを旨として、行われなけ

ればならない。 

６ 男女共同参画の推進に向けた取組

が国際社会における取組と密接な関

係を有していることにかんがみ、男女

共同参画の推進は、国際的な協力の下

に行われなければならない。 

 

 （県の責務） 

第４条  県は、男女共同参画の推進を主

要な政策として位置付け、前条に定め

る基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画の推進に関

する施策（積極的格差是正措置を含む。

以下同じ。）を総合的に策定し、及び

実施するものとする。 

２ 県は、男女共同参画の推進に当たり、

市町村、事業者及び県民と連携して取

り組むものとする。 

３ 県は、第１項に規定する施策を総合

的に企画し、調整し、及び推進するた

めに必要な体制を整備するとともに、

財政上の措置等を講ずるように努め

るものとする。 

 

 （事業者の責務） 

第５条  事業者は、基本理念にのっとり、

その事業活動を行うに当たっては、男

女が共同して参画することができる

体制の整備に積極的に取り組むとと

もに、県が 実施する男女共同参画の

推進に関する施策に協力するように

努めなければならない。 

 

 （県民の責務） 

第６条 県民は、基本理念にのっとり、

家庭、職場、学校、地域その他の社会

のあらゆる分野に、自ら積極的に参画

するとともに、県が実施する男女共同

参画の推進に関する施策に協力する

ように努めなければならない。 

 

 （性別による権利侵害の禁止） 

第７条  何人も、家庭、職場、学校、地

域社会等において、女性に対する暴力

を行ってはならない。 

２ 何人も、家庭、職場、学校、地域社

会等において、セクシュアル・ハラス

メントを行ってはならない。 

 

  （公衆に表示する情報に関する留意） 

第８条 何人も、公衆に表示する情報に

おいて、性別による固定的な役割分担

及び女性に対する暴力等を助長し、及

び連想させる表現並びに過度の性的

な表現を行わないように努めなけれ

ばならない。 

 

 （県の施策等） 

第９条 県は、本県の特性を踏まえ、男

女共同参画を推進するため、次に掲げ
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る施策等を行うものとする。 

 一  男女が共に家庭生活及び職業生

活を両立することができるように、

その支援を行うように努めること。 

 二 広報活動等の充実により、男女共

同参画に関する事業者及び県民の

理解を深めるとともに、学校教育を

はじめとするあらゆる分野の教育

において、男女共同参画を促進する

ための措置を講ずるように努める

こと。 

 三  あらゆる分野における活動にお

いて、男女間に参画する機会の格差

が生じている場合、事業者及び県民

と協力し、積極的格差是正措置が講

ぜられるように努めること。 

 四  審議会等における委員を委嘱し、

又は任命する場合にあっては、積極

的格差是正措置を講ずることによ

り、できる限り男女の均衡を図るこ

と。 

 五 女性に対する暴力及びセクシュ

アル・ハラスメントの防止に努め、

並びにこれらの被害を受けた者に

対し、必要に応じた支援を行うよう

に努めること。 

 六 男女共同参画の取組を普及させ

るため、当該取組を積極的に行って

いる事業者の表彰等を行うこと。 

 七 民間の団体が行う男女共同参画

の推進に関する活動に資するため、

情報の提供その他の必要な措置を

講ずること。 

  八 男女共同参画の推進に関する施

策の策定に必要な事項及び男女共

同参画の推進を阻害する問題につ

いての調査研究を行うこと。 

 

 （埼玉県男女共同参画審議会） 

第 10条 埼玉県男女共同参画審議会（第

１２条第３項において「審議会」とい

う。）は、男女共同参画の推進に資する

ために、次に掲げる事務を行う。 

 一  知事の諮問に応じ、男女共同参画

の推進に関する基本的かつ総合的

な施策及び重要事項を調査審議す

ること。 

 二 男女共同参画の推進に関する施

策の実施状況について、必要に応じ、

調査し、及び知事に意見を述べるこ

と。 

 

 （総合的な拠点施設の設置） 

第 11 条 県は、男女共同参画社会の実

現に向けた施策を実施し、並びに県民

及び市町村による男女共同参画の取

組を支援するための総合的な拠点施

設を設置するものとする。 

 

 （基本計画の策定） 

第 12 条  知事は、男女共同参画の推進

に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するため、男女共同参画の推進に

関する基本的な計画（以下「基本計画」

という。）を策定するものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

  一 総合的かつ長期的に講ずべき男

女共同参画の推進に関する施策の

大綱 

  二 前号に掲げるもののほか、男女共

同参画の推進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必

要な事項 

３ 知事は、基本計画を策定するに当た

っては、県民の意見を聴くとともに、

審議会に諮問しなければならない。 

４ 知事は、基本計画を策定したときは、

速やかにこれを公表するものとする。 

５ 前２項の規定は、基本計画の変更に

ついて準用する。 

 

 （苦情の処理） 

第 13 条  知事は、県が実施する男女共

同参画の推進に関する施策若しくは

男女共同参画の推進に影響を及ぼす

と認められる施策についての苦情又

は男女共同参画の推進を阻害する要
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因によって人権が侵害された場合の

事案について、県内に住所を有する者

又は在勤若しくは在学する者（次項に

おいて「県民等」という。）からの申

出を適切かつ迅速に処理するための

機関を設置するものとする。 

２ 県民等は、県が実施する男女共同参

画の推進に関する施策若しくは男女

共同参画の推進に影響を及ぼすと認

められる施策について苦情がある場

合、又は男女共同参画の推進を阻害す

る要因によって人権を侵害された場

合には、前項の機関に申し出ることが

できる。 

３ 第１項の機関は、前項の規定に基づ

き苦情がある旨の申出があった場合

において、必要に応じて、前項の施策

を行う機関に対し、説明を求め、その

保有する関係書類その他の記録を閲

覧し、又はその写しの提出を求め、必

要があると認めるときは当該機関に

是正その他の措置をとるように勧告

等を行うものとする。 

４ 第１項の機関は、第２項の規定に基

づき人権を侵害された旨の申出があ

った場合において、必要に応じて、関

係者に対し、その協力を得た上で資料

の提出及び説明を求め、必要があると

認めるときは、当該関係者に助言、是

正の要望等を行うものとする。 

 

 （年次報告） 

第 14 条  知事は、毎年、男女共同参画

の推進状況及び男女共同参画の推進

に関する施策の実施状況を明らかに

する報告書を作成し、及び公表するも

のとする。 

 

 （委任） 

第 15 条 この条例の施行に関し必要な

事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、平成１２年４月１日から

施行する。ただし、第１３条の規定は、

同年１０月１日から施行する。 
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２ 埼玉県男女共同参画推進条例 

  施行規則 

 

 （苦情処理委員） 

第１条  埼玉県男女共同参画推進条例

（平成１２年埼玉県条例第１２号。以

下「条例」という。）第１３条第１項

に規定する機関として男女共同参画

苦情処理委員（以下「苦情処理委員」

という。）を置く。 

２ 苦情処理委員は、３人以内とし、人

格が高潔で、男女共同参画の推進に関

し優れた識見を有する者のうちから、

知事が委嘱する。この場合において、

１人以上は法律に関して優れた識見

を有する者とし、かつ、半数以上は女

性としなければならない。 

３ 苦情処理委員は、地方公共団体の議

会の議員若しくは長又は政党その他

の政治的団体の役員と兼ねることが

できない。 

４ 苦情処理委員の任期は、２年とする。

ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

５ 苦情処理委員は、再任されることが

できる。ただし、任期を通算して６年

を超えることはできない。 

６ 知事は、苦情処理委員が心身の故障

のため職務の遂行に堪えないと認め

るとき、又は苦情処理委員に職務上の

義務違反その他苦情処理委員たるに

適しない非行があると認めるときは、

これを解嘱することができる。 

 

 （職務の執行等） 

第２条 苦情処理委員は、次に掲げる職

務を行う。 

 一 条例第１３条第３項の規定によ

り、申出について調査し、勧告、意

見表明及び助言を行うこと。 

 二 条例第１３条第４項の規定によ

り、申出について調査し、助言、是

正の要望等を行うこと。 

  三 前２号に掲げる職務を行うに際 

 

 

 

  し、関係機関又は関係団体と必要な

連絡調整を行うこと。 

２ 苦情処理委員は、それぞれ独立して

その職務を行うものとする。 

３ 苦情処理委員は、前項の規定にかか

わらず、次に掲げる事項は、合議によ

り行う。 

 一 職務の執行の方針に関すること。 

 二 職務の執行の計画に関すること。 

 三 その他苦情処理委員が合議によ

り処理することを合議により決定

した事項に関すること。 

４ 苦情処理委員は、職務上知ることが

できた秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も、同様とする。 

 

 （専門員） 

第３条 苦情処理委員の職務を補助さ

せるため、専門員を置く。 

２ 専門員は、３人以内とし、知事が委

嘱する。 

３ 第１条第３項、第４項及び第６項並

びに前条第４項の規定は、専門員につ

いて準用する。 

 

 （申出の方式） 

第４条 条例第１３条第２項の規定に

よる申出（以下この条、次条第１項、

第７条及び第１１条において「申出」

という。）は、次に掲げる事項を記載

した申出書により行うものとする。た

だし、苦情処理委員が当該申出書の提

出ができない特別の理由があると認

めるときは、口頭ですることができる。 

 一 申出をする者の氏名及び住所（法

人その他の団体にあっては、名称及

び代表者の氏名並びに事務所の所

在地）並びに電話番号 

 二 申出の趣旨及び理由 

 三 他の機関への相談等の状況 

 四 申出に係る人権の侵害があった
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日（条例第１３条第４項の申出の場

合に限る。） 

 五 申出の年月日 

２ 前項ただし書の規定により口頭に

よる申出があったときは、苦情処理委

員又は専門員は、その内容を録取し、

書面に記録するものとする。 

 

 （調査しない申出） 

第５条  苦情処理委員は、次の各号のい

ずれかに該当する事項に係る申出に

ついては、調査しないものとする。 

 一 判決、裁決等により確定した事項    

 二 裁判所において係争中の事案及

び行政庁において不服申立ての審

理中の事案に関する事項 

 三 雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律

（昭和４７年法律第１１３号）第１６

条の紛争の解決の援助の対象となる

事項 

 四 議会に請願又は陳情を行ってい

る事案に関する事項 

 五 条例又はこの規則に基づく苦情

処理委員の行為に関する事項 

 六 前各号に掲げるもののほか、苦情

処理委員が調査することが適当で

ないと認める事項 

２ 苦情処理委員は、条例第１３条第４

項の人権を侵害された旨の申出が当

該申出に係る人権の侵害があった日

から１年を経過した日以降にされた

ときは、当該申出について調査しない

ものとする。ただし、正当な理由があ

るときは、この限りでない。 

３ 苦情処理委員は、前２項の場合にお

いては、申出について調査しない旨及

びその理由を当該申出をした者に対

し、書面により通知するものとする。 

 

（調査開始の通知等） 

第６条 苦情処理委員は、条例第１３条

第３項又は第４項の申出について調

査を開始するときは、その旨を苦情に

係る施策を行う県の機関（以下「県の

機関」という。）又は関係者に対し、

書面により通知するものとする。ただ

し、条例第１３条第４項の申出の場合

において、相当な理由があると認める

ときは、通知せず、又は調査開始後に

通知することができる。 

２ 苦情処理委員は、条例第１３条第３

項の規定により、県の機関に対し、説

明を求め その保有する関係書類その

他の記録を閲覧し、若しくはその写し

の提出を求めるとき、又は同条第４項

の規定により、関係者に対し、資料の

提出及び説明を求めるときは、書面に

より依頼するものとする。 

 

 （調査結果等の通知） 

第７条  苦情処理委員は、申出について

調査が終了したときは、その結果を、

速やかに当該申出をした者に対し、書

面により通知するものとする。この場

合において、条例第１３条第３項の勧

告等又は同条第４項の助言、是正の要

望等を行ったときは、併せてその内容

を当該申出をした者に通知するもの

とする。 

２ 苦情処理委員は、申出について調査

が終了した場合において、条例第１３

条第３項の勧告等又は同条第４項の

助言、是正の要望等を行わないときは、

その結果を、速やかに、前条第１項の

規定により調査開始の通知をした県

の機関又は関係者に対し、書面により

通知するものとする。 

 

 （勧告、意見表明及び助言） 

第８条 苦情処理委員は、条例第１３条

第３項の申出について調査した結果、

必要があると認めるときは、当該申出

に係る県の機関に対し、同項の勧告の

ほか、意見表明又は助言をするものと

する。 

２ 条例第１３条第３項の勧告又は前

項の意見表明若しくは助言は、書面に
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より行うものとする。 

 

 （助言、是正の要望等） 

第９条 苦情処理委員は、条例第１３条

第４項の助言を口頭で行った場合に

おいて、当該関係者から当該助言の趣

旨及び内容を記載した書面の交付を

求められたときは、これを交付するも

のとする。 

２ 条例第１３条第４項の是正の要望

等は、書面により行うものとする。 

 

 （是正その他の措置の報告） 

第 10 条 苦情処理委員は、条例第１３

条第３項の勧告又は第８条第１項の

意見表明を行ったときは、当該勧告又

は意見表明を行った県の機関に対し、

是正その他の措置について、相当の期

限を設けて報告を求めるものとする。 

 

 （申出の処理の状況等の報告等） 

第 11 条 苦情処理委員は、毎年度１回、

申出の処理の状況及びこれに関する

所見等についての報告書を作成し、知

事に提出するとともに、公表するもの

とする。 

 

 （身分証明書） 

第 12 条 苦情処理委員及び専門員は、

職務を行う場合には、その身分を示す

別記様式の証明書を携帯し、関係者の

請求があったときは、これを提示しな

ければならない。 

 

 （委任） 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、

必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

１ この規則は、平成１２年１０月１日

から施行する。 

２ この規則の施行後、最初に委嘱され

る苦情処理委員及び専門員の任期は、

第１条第４項（第３条第３項において

準用する場合を含む。）の規定にかか

わらず、平成１４年３月３１日までと

する。 

   附 則 

 この規則は、平成１９年４月１日から

施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


